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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 304,405 10.4 6,071 168.7 5,665 178.3 1,430 ―
22年3月期 275,666 △10.9 2,259 △62.7 2,035 △63.8 △4,231 ―

（注）包括利益 23年3月期 △306百万円 （―％） 22年3月期 △2,698百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 59.58 ― 4.3 4.7 2.0
22年3月期 △176.21 ― △11.9 1.7 0.8

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  1百万円 22年3月期  25百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 113,605 36,733 28.6 1,350.90
22年3月期 125,443 37,507 26.9 1,406.69

（参考） 自己資本   23年3月期  32,440百万円 22年3月期  33,779百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 18,083 △9,781 △1,901 10,705
22年3月期 14,989 △12,555 △2,764 4,796

2.  配当の状況 

（注）当社は定款において第２四半期末日及び期末日を基準日と定めていますが、現時点では当該基準日における配当予想額は未定であります。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 9.00 ― 9.00 18.00 432 ― 1.2
23年3月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00 480 33.6 1.5
24年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
 平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響により、本決算短信発表時点で平成24年３月期の業績予想を開示することが困難であります。当該業
績予想は開示が可能となった時点で開示する予定であります。 



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有  

（注）詳細は、【添付資料】14ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご参照ください。 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、【添付資料】16ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご参照ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、【添付資料】33ページ「１株当たり情報」をご参照ください。 

新規 ―社 （社名）                      ― 、 除外 1社 （社名）
ワイ エム テクノロジー インコーポ
レーテッド

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 24,042,700 株 22年3月期 24,042,700 株
② 期末自己株式数 23年3月期 29,013 株 22年3月期 28,934 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 24,013,716 株 22年3月期 24,013,766 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 207,868 4.7 △37 ― 1,873 △8.7 608 ―
22年3月期 198,597 △6.6 △653 ― 2,052 785.7 △2,007 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 25.32 ―
22年3月期 △83.60 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 76,809 26,438 34.4 1,100.98
22年3月期 88,958 26,381 29.7 1,098.61

（参考） 自己資本 23年3月期  26,438百万円 22年3月期  26,381百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続きは実施中であります。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響により、本決算短信発表時点で平成24年３月期の業績予想を開示することが困難であります。当該業
績予想は開示が可能となった時点で開示する予定であります。 
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(1）経営成績に関する分析 

 当連結会計年度の経済状況は、世界各地で原油価格などの上昇による影響が懸念されるなか、国内の景気は、設備

投資や個人消費などが持ち直しておりましたが、東日本大震災の影響により、弱い動きとなっており、また、失業率

は高水準にあるなど依然として厳しい状況にあります。一方、海外においては、米国の景気は、失業率が高水準であ

るものの、景気は回復しております。アジア諸国の景気は、中国やインドで拡大し、先行きも拡大傾向が続くと見込

まれ、その他の国においても総じて景気は回復いたしました。また、欧州主要国の景気は、高い失業率が継続するこ

となどによる低迷が懸念されるものの、景気は総じて持ち直しております。 

 このような情勢のもと、当社グループは、お客様のニーズに迅速かつ的確に応えるため、研究開発及び生産体質の

強化など企業体質の強化に努めてまいりました。研究開発面では、製品の軽量化やコストダウンなど引き続き積極的

な研究開発活動を展開し、生産面では、国内外の生産体質改革をさらに推進するとともに、各地域の需要に応じた生

産の最適化を図ってまいりました。また、管理間接領域における業務改革にも取り組んでまいりました。品質面で

は、引き続き桁違い品質の実現に向けて取り組んでまいりました。なお、本年３月に発生した東日本大震災による当

社への影響につきましては、人的被害はなく、また、栃木研究所におきまして、一部、建屋・設備に軽微な損傷は発

生しましたが、すでに復旧しており、その他の国内生産拠点におきましても、大きな被害はありませんでした。 

 当連結会計年度の売上高は、東日本大震災の影響による国内主要顧客の生産が休止したことに伴う受注の減少など

はあったものの、自動車部品における受注の増加などにより、3,044億５百万円と前年度に比べ287億３千９百万円、

10.4％の増収となりました。利益につきましては、震災の影響による減収に伴う利益の減少及び研究開発費の増加な

どはあったものの、自動車部品の増収に伴う利益の増加、原価改善効果、減価償却費の減少及び震災による操業停止

期間中の固定費を特別損失に振替えたことなどにより、経常利益は、56億６千５百万円と前年度に比べ36億２千９百

万円、178.3％の増益となりました。当期純利益につきましては、震災による操業停止期間中の固定費や被災地への

義援金などの震災に関連した費用９億１千５百万円を災害による損失として特別損失に計上したことなどにより、14

億３千万円と、繰延税金資産の回収が見込めない部分52億３千８百万円を取崩し法人税等調整額に計上した前年度の

当期純損失42億３千１百万円に比べ56億６千２百万円の増益となりました。 

  

セグメントの業績は次のとおりであります。 

（日本） 

     日本においては、自動車部品全般における受注の増加などにより、売上高は、2,077億１千８百万円と前年度に比

べ62億６百万円、3.1％の増収となり、経常損失は、５億６千２百万円と前年度に比べ15億８千７百万円の改善とな

りました。  

  （米州）  

   米州においては、連結子会社であるエー ワイ マニュファクチュアリング リミテッド（米国）、ユー エス 

ヤチヨ インコーポレーテッド（米国）、ヤチヨ マニュファクチュアリング オブ アラバマ エル エル シー

（米国）及びヤチヨ オブ オンタリオ マニュファクチュアリング インコーポレーテッド（カナダ）における大

幅な受注の増加などにより、為替換算上の減少などはあったものの、売上高は、372億９千７百万円と前年度に比べ

80億８千９百万円、27.7％の増収となり、経常利益は、１億９千４百万円と前年度に比べ５億７千１百万円の増益と

なりました。 

  （中国）  

   中国においては、連結子会社である八千代工業（中山）有限公司（中国）及び八千代工業（武漢）有限公司（中

国）における大幅な受注の増加などにより、為替換算上の減少などはあったものの、売上高は、199億６千４百万円

と前年度に比べ56億２千６百万円、39.2％の増収となり、経常利益は、27億４千９百万円と前年度に比べ４億４千万

円、19.1％の増益となりました。 

  （アジア） 

   アジアにおいては、連結子会社であるサイアム ヤチヨ カンパニー リミテッド（タイ）、サイアム ゴウシ 

マニュファクチュアリング カンパニー リミテッド（タイ）、ゴウシ タンロン オートパーツ カンパニー リ

ミテッド（ベトナム）及びゴウシ インディア オートパーツ プライベート リミテッド（インド）における大幅

な受注の増加などにより、為替換算上の減少などはあったものの、売上高は、394億２千５百万円と前年度に比べ88

億１千８百万円、28.8％の増収となり、経常利益は、34億６千９百万円と前年度に比べ11億２百万円、46.6％の増益

となりました。 

  

１．経営成績



 次期の見通し 

  本年３月に発生した東日本大震災の影響による電力供給の制約や部品調達の滞りなどにより、主要顧客の自動車

生産の回復状況が不確定となっているため、本決算短信発表時点で平成24年３月期の業績予想を開示することが困

難であります。当該業績予想は開示が可能となった時点で開示する予定であります。 

  

(2）財政状態に関する分析 

 ①資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度の資産合計は、1,136億５百万円と前年度に比べ118億３千７百万円の減少となりました。 

   減少した要因は、現金及び預金の増加などがあったものの、受取手形及び売掛金や有形固定資産の減少、また、

為替換算レート差による円換算額の減少などによるものであります。 

   負債合計は、768億７千２百万円と前年度に比べ110億６千３百万円の減少となりました。 

  減少した要因は、長期借入金の増加などがあったものの、支払手形及び買掛金や短期借入金の減少、また、為替

換算レート差による円換算額の減少などによるものであります。 

  純資産合計は、367億３千３百万円と前年度に比べ７億７千３百万円の減少となりました。 

  減少した要因は、利益剰余金の増加などがあったものの、為替換算レート差による為替換算調整勘定が減少した

ことなどによるものであります。  

  

    ②キャッシュ・フローの状況 

   当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、仕入債務の減少額96億１千８百万

円、有形固定資産の取得による支出108億５千８百万円（前年度比13.3％減）、短期借入金の純減額72億８千７百

万円などがあったものの、税金等調整前当期純利益41億２千３百万円（前年度比208.3％増）、減価償却費111億５

千万円（前年度比12.9％減）、売上債権の減少額116億７千１百万円、長期借入金の純増額59億３千５百万円など

により、当連結会計年度末の資金残高は107億５百万円となり、前年度に比べ59億９百万円増加しました。  

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの前年度に対する増減要因は次のとおりでありま

す。 

    （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は、仕入債務の減少額96億１千８百万円などがあったものの、税金等調整前当期純

利益41億２千３百万円、減価償却費111億５千万円、売上債権の減少額116億７千１百万円などにより、前年度に比

べ30億９千３百万円増加し、180億８千３百万円となりました。     

      （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

    投資活動の結果支出した資金は、有形固定資産の取得による支出108億５千８百万円などにより、前年度に比べ

27億７千４百万円減少し、97億８千１百万円となりました。 

    （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

    財務活動の結果支出した資金は、長期借入金の純増額59億３千５百万円などがあったものの、短期借入金の純減

額72億８千７百万円などにより、前年度に比べ８億６千２百万円減少し、19億１百万円となりました。     

    



   キャッシュ・フロー関連指標の推移      

 ※自己資本比率：自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

 （注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

 （注２）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

 （注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

 （注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており

ます。 

       

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置づけており、世界的視野に立って事業

を展開し、企業価値の向上に努めております。  

   成果の配分にあたりましては、今後の資金需要などを総合的に考慮し、配当につきましては、長期的な視点に立ち

連結業績を考慮しながら実施することを方針としております。  

   内部留保資金につきましては、将来の事業展開のための投資及び出資に充てることにより、業績の向上に努め、財

務体質の強化を図ってまいります。  

   当期の配当金につきましては、期末配当金を１株につき10円とする予定であります。年間配当金では、中間配当金

10円と合わせ、20円とする予定であります。  

   なお、期末配当金につきましては、株主総会の決議事項といたします。  

   次期の配当金につきましては、中間配当金、期末配当金とも、現時点では未定とさせていただき、今後の東日本大

震災の影響が当社の業績に与える影響などを考慮しながら、業績、資金需要及び財務体質の強化などを総合的に勘案

のうえ決定次第、速やかにお知らせさせていただきます。  

  

     
平成20年度

平成20年４月１日 
平成21年３月31日 

平成21年度
平成21年４月１日 
平成22年３月31日 

平成22年度 
平成22年４月１日 
平成23年３月31日 

 自 己 資 本 比 率   ％30.9  ％26.9  ％ 28.6

 時 価 ベ ー ス の 自 己 資 本 比 率   ％10.0  ％17.2  ％ 14.3

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率   年3.1  年2.6  年 2.0

 インタレスト・カバレッジ・レシオ   倍19.9  倍27.5  倍 42.1



(1）会社の経営の基本方針 

  当社は「人間尊重」と「顧客第一」を基本理念としております。「人間尊重」とは、自立した個性を尊重し合

い、平等な関係に立ち、信頼を築くという理念であり、「顧客第一」とは、お客様の要求に対して、最大限に努力

し、最優先で応えるという理念であります。こうした基本理念に基づき、「わたしたちは、世界的視野に立ち、お

客様の満足のために、卓越した技術と特長ある製品を供給する。」という社是を実践し、株主の皆様をはじめとす

る全ての人々と喜びを分かち合い、企業価値の向上に努めるとともに、これら「ヤチヨ企業理念」の実践を通じ

て、社会からその存在を認められ、期待される企業を目指してまいります。  

  
(2）目標とする経営指標 

  当社グループは、第10次中期計画における経営指標として、最終年度にあたる平成23年３月期に連結経常利益率

３％以上、自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）10％以上の達成を目標としております。なお、当連結会計年度におけ

る連結経常利益率は1.9％、自己資本当期純利益率は4.3％（震災関連費用の特別損失計上額を除く自己資本当期純

利益率は7.0％）となりました。  

  
(3）会社の対処すべき課題及び中長期的な会社の経営戦略  

    今後の経済状況の見通しにつきましては、世界経済は米国、アジア諸国では景気は回復しているものの、欧州主

要国の景気は失業率が高水準であるなど引き続き深刻な状況にあり、景気の下振れ懸念やデフレの影響が考えられ

ます。日本国内においては先に発生した東日本大震災の影響による経済活動の停滞などから、依然として厳しい状

況が続くものと思われます。 

    日本国内での自動車生産は、少子高齢化が進み以前のような需要が期待できる状況にはなく、円高による輸出競

争力の低下もあり、拡大は期待できません。また、震災影響による電力供給の制約や部品調達の滞りなどにより自

動車生産の減少を余儀なくされています。海外では、先進国は市場の拡大は期待できませんが、一方、新興国は中

国、インド、ブラジルを中心に市場の拡大が期待できます。さらに世界的に強化されつつある環境規制への対応

や、低燃費の小型車の需要拡大への対応など、性能、コスト、品質面での生き残りをかけたグローバルベースでの

競争が加速し、一層厳しさを増すものと予想されます。 

    当社グル－プといたしましては、この厳しいグローバル競争に勝ち抜くために、10年後のヤチヨの姿を「ヤチヨ

2020年ビジョン」として設定し、そのステートメントを「卓越した技術と特長ある製品で真のワールドワイドプレ

イヤーになる」と定めました。その達成に向けて、本年４月からスタートした第11次中期計画は「変革と仕込みの

期」と位置付けました。グローバル企業として基盤を確立し「グローバルで存在を認知される」を目指して、主要

事業のＳＥＤＢ機能の強化、海外拠点の体質強化、新規事業推進体制の充実、業務プロセスの改革と人材育成の強

化、に取り組んでまいります。 
      
   ①主要事業のＳＥＤＢ機能の強化 

    製品の競争力を向上させるために開発力を強化し、新たな機構や新材料などを活用した製品作りを強化してまい

ります。生産技術の面ではＣＡＥを活用し金型製作期間の短縮などの施策展開を行うとともに、営業、購買の面で

は、それぞれの機能と役割を明確にし、グローバル展開できる機能の確立と競争力をさらに強化させてまいりま

す。また、新規顧客の獲得に向けた取り組みも推進してまいります。 

    ※ＳＥＤＢ…Ｓ＝営業、Ｅ＝生産、Ｄ＝製品開発、Ｂ＝購買 

     ＣＡＥ…Computer Aided Engineering：工業製品の設計・開発工程を支援するコンピュータシステム 
  
   ②海外拠点の体質強化 

    今後は海外における部品事業の重要性が増すことから、当社グループでのグローバルサポート体制を構築し、ス

ムーズな新機種の立上げを目指してまいります。また、海外拠点を継続的に成長させるため、各拠点従業員の育成

を目的としたプログラムの構築をしてまいります。 
  
   ③新規事業推進体制の充実 

    新規事業への参入にあたり、当社グループが持つ設備、資源、コア技術を有効活用するとともに、推進体制の強

化を図ってまいります。 
  
   ④業務プロセスの改革と人材育成の強化 

    管理業務の可視化をはかり、業務プロセスの改革を行うことで、管理間接領域の大幅な効率アップを図ってまい

ります。人材育成では徹底した現場教育に加え、ＩＣＴスキルの向上、実践的研修体系を構築し、有能な人材を育

ててまいります。また、基本的価値観の共有を目指し、「ヤチヨ企業理念」の継続的浸透と実践を図ってまいりま

す。 

    ※ＩＣＴ…Information and Communication Technology：ネットワーク通信による情報・知識の共有 
  

２．経営方針



３．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,264 10,722

受取手形及び売掛金 38,166 24,943

商品及び製品 1,216 1,173

仕掛品 2,018 1,820

原材料及び貯蔵品 3,890 4,354

繰延税金資産 241 160

未収入金 1,093 878

その他 1,139 973

流動資産合計 53,030 45,027

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※2  42,613 ※2  42,170

機械装置及び運搬具 ※2  83,080 ※2  83,233

工具、器具及び備品 ※2  42,005 ※2  38,991

土地 ※2  16,603 ※2  18,220

建設仮勘定 3,899 4,589

減価償却累計額 △120,047 △122,379

有形固定資産合計 68,153 64,824

無形固定資産   

借地権 384 348

施設利用権 22 40

のれん 1,147 860

無形固定資産合計 1,554 1,249

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  1,634 ※1  1,474

長期貸付金 2,503 2,329

繰延税金資産 384 379

その他 442 482

貸倒引当金 △2,260 △2,160

投資その他の資産合計 2,704 2,504

固定資産合計 72,412 68,578

資産合計 125,443 113,605



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 32,991 22,544

短期借入金 23,025 ※2  15,506

1年内返済予定の長期借入金 5,694 6,106

未払金 4,652 4,497

未払法人税等 493 676

繰延税金負債 1,024 1,094

賞与引当金 2,106 2,490

役員賞与引当金 33 50

未払消費税等 345 －

設備関係支払手形 30 132

その他 1,637 2,504

流動負債合計 72,034 55,603

固定負債   

長期借入金 9,789 15,127

繰延税金負債 897 660

退職給付引当金 4,623 4,933

役員退職慰労引当金 130 137

その他 460 409

固定負債合計 15,901 21,268

負債合計 87,935 76,872

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,685 3,685

資本剰余金 3,504 3,504

利益剰余金 31,158 32,133

自己株式 △24 △24

株主資本合計 38,323 39,298

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 189 94

為替換算調整勘定 △4,733 △6,952

その他の包括利益累計額合計 △4,543 △6,858

少数株主持分 3,727 4,293

純資産合計 37,507 36,733

負債純資産合計 125,443 113,605



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 275,666 304,405

売上原価 262,449 286,115

売上総利益 13,217 18,290

販売費及び一般管理費 ※1, ※5  10,957 ※1, ※5  12,218

営業利益 2,259 6,071

営業外収益   

受取利息 50 155

受取配当金 44 10

固定資産賃貸料 89 115

法人税等還付加算金 71 －

その他 161 151

営業外収益合計 418 433

営業外費用   

支払利息 541 445

貸与資産減価償却費 21 －

為替差損 9 342

その他 70 52

営業外費用合計 642 840

経常利益 2,035 5,665

特別利益   

固定資産売却益 ※2  60 ※2  299

その他 0 0

特別利益合計 61 299

特別損失   

固定資産売却損 ※3  94 ※3  31

固定資産除却損 ※4  271 ※4  421

減損損失 ※6  69 ※6  44

特別退職金 288 354

災害による損失 － ※7  915

その他 36 72

特別損失合計 759 1,841

税金等調整前当期純利益 1,337 4,123

法人税、住民税及び事業税 1,065 1,948

法人税等調整額 4,430 △42

法人税等合計 5,495 1,905

少数株主損益調整前当期純利益 － 2,218

少数株主利益 73 787

当期純利益又は当期純損失（△） △4,231 1,430



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 2,218

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △94

為替換算調整勘定 － △2,429

その他の包括利益合計 － ※2  △2,524

包括利益 － ※1  △306

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － △883

少数株主に係る包括利益 － 577



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,685 3,685

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,685 3,685

資本剰余金   

前期末残高 3,504 3,504

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,504 3,504

利益剰余金   

前期末残高 35,966 31,158

当期変動額   

剰余金の配当 △576 △456

当期純利益又は当期純損失（△） △4,231 1,430

当期変動額合計 △4,807 974

当期末残高 31,158 32,133

自己株式   

前期末残高 △24 △24

当期変動額   

自己株式の取得 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 △24 △24

株主資本合計   

前期末残高 43,131 38,323

当期変動額   

剰余金の配当 △576 △456

当期純利益又は当期純損失（△） △4,231 1,430

自己株式の取得 － △0

当期変動額合計 △4,807 974

当期末残高 38,323 39,298



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 129 189

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 60 △94

当期変動額合計 60 △94

当期末残高 189 94

為替換算調整勘定   

前期末残高 △6,151 △4,733

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,418 △2,219

当期変動額合計 1,418 △2,219

当期末残高 △4,733 △6,952

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △6,022 △4,543

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,478 △2,314

当期変動額合計 1,478 △2,314

当期末残高 △4,543 △6,858

少数株主持分   

前期末残高 4,101 3,727

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △373 565

当期変動額合計 △373 565

当期末残高 3,727 4,293

純資産合計   

前期末残高 41,210 37,507

当期変動額   

剰余金の配当 △576 △456

当期純利益又は当期純損失（△） △4,231 1,430

自己株式の取得 － △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,104 △1,748

当期変動額合計 △3,703 △773

当期末残高 37,507 36,733



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,337 4,123

減価償却費 12,798 11,150

減損損失 69 44

のれん償却額 286 286

賞与引当金の増減額（△は減少） 90 383

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 10 16

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △482 6

退職給付引当金の増減額（△は減少） 634 316

貸倒引当金の増減額（△は減少） △17 △14

受取利息及び受取配当金 △94 △166

支払利息 541 445

有形固定資産売却損益（△は益） 34 △255

有形固定資産除却損 271 421

売上債権の増減額（△は増加） △11,277 11,671

たな卸資産の増減額（△は増加） △348 △628

仕入債務の増減額（△は減少） 9,715 △9,618

未払消費税等の増減額（△は減少） 202 △291

その他 1,024 2,066

小計 14,797 19,960

利息及び配当金の受取額 82 154

利息の支払額 △545 △429

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 655 △1,601

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,989 18,083

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,295 △17

定期預金の払戻による収入 861 448

有形固定資産の取得による支出 △12,518 △10,858

有形固定資産の売却による収入 385 685

無形固定資産の取得による支出 △0 △121

無形固定資産の売却による収入 － 78

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の売却による収入 11 3

貸付金の回収による収入 0 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,555 △9,781



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,254 △7,287

長期借入れによる収入 885 11,600

長期借入金の返済による支出 △5,679 △5,664

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △220 △81

配当金の支払額 △576 △456

少数株主への配当金の支払額 △521 △429

その他 93 417

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,764 △1,901

現金及び現金同等物に係る換算差額 292 △490

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △38 5,909

現金及び現金同等物の期首残高 4,835 4,796

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  4,796 ※1  10,705



  該当事項はありません。 

  

(5)継続企業の前提に関する注記

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
当連結会計年度

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項   連結子会社    19社 

 合志技研工業株式会社 

 株式会社ウエムラテック 

 株式会社ゴウシテック 

 株式会社ワイジーテック  

 ヤチヨ オブ オンタリオ マニュファクチュアリング インコーポレーテッド 

 ワイ エム テクノロジー インコーポレーテッド 

 ヤチヨ オブ アメリカ インコーポレーテッド 

 ユー エス ヤチヨ インコーポレーテッド 

 ヤチヨ マニュファクチュアリング オブ アラバマ エル エル シー 

 エー ワイ マニュファクチュアリング リミテッド 

 ヤチヨ ド ブラジル インダストリア エ コメルシオ デ ペサス リミタ
ーダ  

 八千代工業(中山)有限公司 

 八千代工業(武漢)有限公司 

 サイアム ヤチヨ カンパニー リミテッド 

 サイアム ゴウシ マニュファクチュアリング カンパニー リミテッド 

 ゴウシ タンロン オートパーツ カンパニー リミテッド 

 ゴウシ インディア オートパーツ プライベート リミテッド  

 ヤチヨ インディア マニュファクチュアリング プライベート リミテッド  

 ヤチヨ インダストリー (ユーケー) リミテッド 

   ワイ エム テクノロジー インコーポレーテッドは、平成21年12月に解散し、

平成22年10月に清算結了しております。 

  

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の関連会社   ２社 

ユー ワイ ティー リミテッド 

ヒラタ ヤチヨ リーシング リミテッド 

  

  (2) 持分法の適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の

事業年度に係る財務諸表を使用しております。 

  

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 在外連結子会社13社の決算日は12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 



項目 
当連結会計年度

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるものは、決算日の市場価格等に基づく時価法により評価してお

ります。(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法に

より算定しております。) 

 時価のないものは、総平均法による原価法により評価しております。 

  ② たな卸資産 

       当社及び国内連結子会社は、主として総平均法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により評価しておりま

すが、在外連結子会社は、主として先入先出法又は総平均法による低価法によ

り評価しております。 

  

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 主として定率法を採用しております。 

 ただし、工具、器具及び備品のうち、金型については定額法を採用しており

ます。 

  ② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

③ リース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

   なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が

平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。 

  

  (3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

  ② 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は、従業員に対する賞与の支給に充てるため、賞与

支払予定額のうち当連結会計年度に属する支給対象期間に見合う額を計上して

おります。  

  ③ 役員賞与引当金 

 当社及び一部の国内連結子会社は、役員に対する賞与の支給に充てるため、

支給見込額を計上しております。 

  ④ 退職給付引当金 

      当社及び一部の連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認められる額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理してお

ります。 

 過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度

より費用処理しております。 

 また、一部の連結子会社については、簡便法を適用しております。 



   

  

項目 
当連結会計年度

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

   一部の国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基

づく連結会計年度末要支給額を計上しております。 

  

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処

理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ 

 ヘッジ対象…借入金 

③ ヘッジ方針 

   借入金の金利変動によるリスクを回避することを目的として、金利スワップ

取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評

価を省略しております。 

  

  (5) のれんの償却方法及び償却期間 

   のれんは、その効果の発現する期間の見積もりが可能な場合には、その見積もり

期間(20年以内)で均等償却しておりますが、それ以外については、５年間で均等償

却を行っております。ただし、金額が僅少なものについては発生した期の損益とし

て処理しております。 

  

  (6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲  

   連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的投資からなっております。 

  

  (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(7)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。  

 これにより、当連結会計年度の営業利益及び経常利益はそれぞれ２百万円減少し、税金等調整前当期純利益は43

百万円減少しております。  



   

  

(8)表示方法の変更

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

（連結貸借対照表）  

   前連結会計年度において、区分掲記しておりました「未払消費税等」は、重要性が乏しくなったため、流動負

債の「その他」に含めて表示しております。 

   なお、当連結会計年度の流動負債の「その他」に含まれる「未払消費税等」は、56百万円であります。 

（連結損益計算書） 

 １ 前連結会計年度において、区分掲記しておりました「法人税等還付加算金」は、営業外収益の総額の100分の10

以下となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示しております。 

   なお、当連結会計年度の営業外収益の「その他」に含まれる「法人税等還付加算金」は、０百万円でありま

す。 

  ２ 前連結会計年度において、区分掲記しておりました「貸与資産減価償却費」は、重要性が乏しくなったため、

営業外費用の「その他」に含めて表示しております。 

   なお、当連結会計年度の営業外費用の「その他」に含まれる「貸与資産減価償却費」は４百万円であります。 

 ３ 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内

閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。 

(9)追加情報

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

   当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度

の金額は「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金額を記載しております。 



   

(10)連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券(株式) 855 百万円

※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券(株式) 856 百万円

※２ 担保に供している資産及び担保権によって担保さ

れている債務は、次のとおりであります。 

※２ 担保に供している資産及び担保権によって担保さ

れている債務は、次のとおりであります。 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 

（注）上記はすべて工場財団抵当に供している資産  

   であります。 

科目 期末帳簿価額(百万円)

建物及び構築物  210

機械装置及び運搬具  19

工具、器具及び備品  0

土地  491

計  722

（注）上記はすべて工場財団抵当に供している資産  

   であります。 

科目 期末帳簿価額(百万円)

建物及び構築物  582

機械装置及び運搬具  14

工具、器具及び備品  0

土地  507

計  1,104

(2) 担保権によって担保されている債務 (2) 担保権によって担保されている債務 

    担保権によって担保されている債務はありません。

（注）上記はすべて工場財団抵当に供している資産  

   であります。 

科目 金額(百万円)

短期借入金  125

計  125

 ３ 偶発債務  ３ 偶発債務 

 保証債務 

被保証者 
保証金額 
(百万円) 

被保証債務
の内容 

ヒラタ ヤチヨ リ
ーシング リミテッ
ド 

 757 銀行借入金

計  757 ―

 保証債務 

被保証者
保証金額 
(百万円) 

被保証債務
の内容 

ヒラタ ヤチヨ リ
ーシング リミテッ
ド 

 568 銀行借入金

計  568 ―



（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりで

あります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりで

あります。 

荷造運賃 1,399 百万円

給料手当 2,263 百万円

退職給付費用 258 百万円

賞与引当金繰入額 203 百万円

役員賞与引当金繰入額 33 百万円

役員退職慰労引当金繰入額 51 百万円

研究開発費 2,770 百万円

荷造運賃 1,517 百万円

給料手当 2,414 百万円

退職給付費用 274 百万円

賞与引当金繰入額 192 百万円

役員賞与引当金繰入額 50 百万円

役員退職慰労引当金繰入額 33 百万円

研究開発費 3,378 百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 0 百万円

機械装置及び運搬具 15 百万円

工具、器具及び備品 5 百万円

土地 39 百万円

計 60 百万円

建物及び構築物 52 百万円

機械装置及び運搬具 31 百万円

工具、器具及び備品 1 百万円

土地 214 百万円

計 299 百万円

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 29 百万円

機械装置及び運搬具 55 百万円

工具、器具及び備品 4 百万円

土地 5 百万円

計 94 百万円

機械装置及び運搬具 28 百万円

工具、器具及び備品 2 百万円

計 31 百万円

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 106 百万円

機械装置及び運搬具 122 百万円

工具、器具及び備品 41 百万円

計 271 百万円

建物及び構築物 196 百万円

機械装置及び運搬具 160 百万円

工具、器具及び備品 64 百万円

その他 0 百万円

計 421 百万円

※５ 研究開発費の総額は次のとおりであります。 ※５ 研究開発費の総額は次のとおりであります。 

一般管理費に含まれる 

研究開発費 
2,770 百万円

一般管理費に含まれる 

研究開発費 
3,378 百万円



前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

※６ 減損損失 

 当社は、主に管理会計上の単位である事業分野

別に分け、資産の処分や遊休資産においては、個

別物件単位でグルーピングを行っております。 

 当社の鈴鹿工場自動車部品生産設備のうち一部

の設備については、当連結会計年度に生産設備集

約化などを行い稼働を終了することから、その資

産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損

失として 百万円を特別損失に計上しました。そ

の内訳は、建物及び構築物１百万円、機械装置及

び運搬具 百万円及び工具、器具及び備品２百万

円であります。 

 四日市製作所自動車組立生産関連設備のうち一

部の設備については、当連結会計年度に処分が決

定されたためその資産の帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、減損損失として機械装置及び運搬具

１百万円を特別損失に計上しました。  

  柏原工場自動車部品生産設備のうち一部の設備

については、翌連結会計年度に生産設備集約化な

どを行い稼働を終了することから、その資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失とし

て 百万円を特別損失に計上しました。その内訳

は、建物及び構築物 百万円、機械装置及び運搬

具６百万円であります。  

    なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しており、短期処分のため現在価値への

割引は実施しておりません。 

47

42

20

14

場所 主な用途 種類 減損損失

三重県鈴鹿市
鈴鹿工場  

自動車部品 
生産関連設備

建物及び構築
物、機械装置
及び運搬具、
工具、器具及
び備品 

  百万円 47

三重県四日市
市 
四日市製作所 

自動車組立 
生産関連設備

機械装置及び
運搬具 

  １百万円

埼玉県狭山市 
柏原工場  

自動車部品 
生産関連設備

建物及び構築
物、機械装置
及び運搬具 

  百万円 20

      計     百万円 69

※６ 減損損失 

 当社は、主に管理会計上の単位である事業分野

別に分け、資産の処分や遊休資産においては、個

別物件単位でグルーピングを行っております。 

 当社の連結子会社である株式会社ワイジーテッ

ク（三重県員弁郡東員町）へ貸与している自動車

部品工場建屋の一部について、当連結会計年度に

おいて能力拡大に伴う建屋拡張により処分を決定

したためその資産の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、減損損失として建物及び構築物 百万円

を特別損失に計上しました。  

    なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しており、短期処分のため現在価値への

割引は実施しておりません。 

  

44

場所 主な用途 種類 減損損失

三重県鈴鹿市
鈴鹿工場  

自動車部品工
場建屋 

建物及び構築
物 

  百万円 44

────── ※７ 災害による損失 

   平成23年３月に発生した東日本大震災による損失を

計上しており、その内訳は次のとおりであります。 

操業休止期間中の固定費 899 百万円

被災地への義援金 16 百万円

原状回復費用 0 百万円

計 915 百万円



  当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 ※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

 ※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

   

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 △2,752百万円

少数株主に係る包括利益 54百万円

計 △2,698百万円

その他有価証券評価差額金 60百万円

為替換算調整勘定 1,399百万円

計 1,459百万円

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度
株式数(株) 

当連結会計年度
増加株式数(株) 

当連結会計年度 
減少株式数(株) 

当連結会計年度
株式数(株) 

発行済株式         

 普通株式  24,042,700  ―  ―  24,042,700

    計  24,042,700  ―  ―  24,042,700

自己株式         

 普通株式  28,934  ―  ―  28,934

    計  28,934  ―  ―  28,934

(決議) 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日

平成21年６月24日 
定時株主総会 

普通株式  360  15 平成21年３月31日 平成21年６月25日 

平成21年10月27日 
取締役会 

普通株式  216  9 平成21年９月30日 平成21年11月24日 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

配当の原資
１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日

平成22年６月25日 
定時株主総会 

普通株式  216 利益剰余金  9 平成22年３月31日 平成22年６月28日



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

   

   

  
前連結会計年度
株式数(株) 

当連結会計年度
増加株式数(株) 

当連結会計年度 
減少株式数(株) 

当連結会計年度
株式数(株) 

発行済株式         

 普通株式  24,042,700  ―  ―  24,042,700

    計  24,042,700  ―  ―  24,042,700

自己株式         

 普通株式  28,934  79  ―  29,013

    計  28,934  79  ―  29,013

(決議) 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日

平成22年６月25日 
定時株主総会 

普通株式  216  9 平成22年３月31日 平成22年６月28日 

平成22年10月28日 
取締役会 

普通株式  240  10 平成22年９月30日 平成22年11月22日 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

配当の原資
１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日

平成23年６月24日 
予定 
定時株主総会 

普通株式  240 利益剰余金  10 平成23年３月31日 
平成23年６月27日

予定  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年３月31日） （平成23年３月31日）

現金及び預金勘定 5,264 百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △467 百万円

現金及び現金同等物 4,796 百万円

現金及び預金勘定 10,722 百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △16 百万円

現金及び現金同等物 10,705 百万円



前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「自動車及びその部品

の製造及び販売事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略してお

ります。 

   

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域………北米：カナダ、米国 

アジア：タイ、ベトナム、中国、インド 

その他の地域：英国、ブラジル 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、2,022百万円であり、その主なものは、連結

財務諸表提出会社での余資運用資金(現金及び預金)及び長期投資資金(投資有価証券等)であります。 

４ 会計方針の変更 

  当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号 平成

20年７月31日）を適用しております。 なお、これによる営業利益に与える影響はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域………北米：カナダ、米国 

アジア：タイ、ベトナム、中国、インド他 

その他の地域：英国、ブラジル他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。  

   

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

(百万円) 
北米

(百万円) 
アジア
(百万円) 

その他
の地域 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する 

  売上高  201,512 29,208 44,945 ―  275,666  ― 275,666

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高  6,132 431 113 ―  6,677 (6,677) ―

計  207,644 29,639 45,059 ―  282,343 (6,677) 275,666

営業費用  209,913 29,487 40,503 9  279,913 (6,506) 273,406

営業利益 
(又は営業損失) 

 △2,268 151 4,556 △9  2,430 (170) 2,259

Ⅱ 資産  81,045 22,768 24,220 617  128,651 (3,208) 125,443

【海外売上高】

  北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円)  28,855  41,041  4,312  74,209

Ⅱ 連結売上高(百万円)  ―  ―  ―  275,666

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％)  10.5  14.9  1.5  26.9



当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１ 報告セグメントの概要 

 当社は、分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するため

に、定期的に検証を行う対象である「日本」、「米州」（カナダ、米国、ブラジル）、「中国」、「アジア」（タ

イ、ベトナム、インド）及び「その他の地域」（英国）を報告セグメントとしております。  

 「日本」では主に自動車及び自動車部品の製造及び販売を行っており、「米州」、「中国」、「アジア」及び

「その他の地域」では主に自動車部品の製造及び販売を行っております。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。 

 報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。  

  

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１ 調整額は、以下のとおりであります。 

（１）売上高の調整額△6,324百万円は、セグメント間取引消去の金額であります。 

（２）セグメント利益の調整額△129百万円は、セグメント間取引消去の金額及びのれんの償却額でありま 

   す。  

（３）セグメント資産の調整額△3,208百万円は、主にセグメント間債権消去及び各報告セグメントに帰属し

   ない全社資産であります。 

（４）セグメント負債の調整額49,427百万円は、各報告セグメントに帰属しない全社負債(借入金を除く)で

   あります。  

（５）減価償却費の調整額△253百万円は、未実現利益の調整額であります。        

    ２ セグメント利益は、連結財務諸表の経常利益と調整を行っております。  

  

【セグメント情報】

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
調整額 
(注)１ 

連結
財務諸表
計上額 
(注)２

日本 米州 中国 アジア
その他
の地域 

 計 

売上高              

外部顧客への売上高  201,512  29,208  14,338  30,607  ―  275,666  ―  275,666

セグメント間の内部売上高
又は振替高  5,780  431  9 104  ―  6,324 (6,324)  ―

計  207,292  29,639  14,347 30,712  ―  281,991 (6,324)  275,666

セグメント利益 
(又はセグメント損失)  

 △2,150  △377  2,308 2,367  16  2,165 (129)  2,035

セグメント資産  81,045  23,159  9,675  14,545  226  128,651 (3,208)  125,443

セグメント負債  34,233  3,888  ―  386  ―  38,508  49,427  87,935

その他の項目   

 減価償却費  9,243  1,920  403  1,485  ―  13,051 (253)  12,798

 受取利息  2  10  16  20  0  50  ―  50

 支払利息  382  124  0  33  ―  541  ―  541



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 （注）１ 調整額は、以下のとおりであります。 

（１）売上高の調整額△9,569百万円は、セグメント間取引消去の金額であります。 

（２）セグメント利益の調整額△186百万円は、セグメント間取引消去の金額及びのれんの償却額でありま 

   す。  

（３）セグメント資産の調整額186百万円は、主にセグメント間債権消去及び各報告セグメントに帰属しない

   全社資産であります。 

（４）セグメント負債の調整額40,131百万円は、各報告セグメントに帰属しない全社負債(借入金を除く)で

   あります。 

（５）減価償却費の調整額△205百万円は、未実現利益の調整額であります。  

    ２ セグメント利益は、連結財務諸表の経常利益と調整を行っております。  

   

（追加情報）  

 当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年３月27日)

及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日)

を適用しております。  

  

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
調整額 
(注)１ 

連結
財務諸表
計上額 
(注)２

日本 米州 中国 アジア
その他
の地域 

 計 

売上高              

外部顧客への売上高  207,718  37,297  19,964  39,425  ―  304,405  ―  304,405

セグメント間の内部売上高
又は振替高  8,912  509  20 126  ―  9,569 (9,569)  ―

計  216,631  37,806  19,985 39,551  ―  313,975 (9,569)  304,405

セグメント利益 
(又はセグメント損失)  

 △562  194  2,749 3,469  0  5,851 (186)  5,665

セグメント資産  63,574  23,017  10,267  16,346  214  113,419  186  113,605

セグメント負債  33,005  3,234  ―  500  ―  36,740    40,131  76,872

その他の項目   

 減価償却費  7,742  1,796  414  1,403  ―  11,356 (205)  11,150

 受取利息  24  55  34  41  0  155  ―  155

 支払利息  305  100  ―  38  ―  445  ―  445



前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 関連当事者との取引 

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引  

 (ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 当社製品の販売については、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、一般取引条件と同様に決定してお

ります。 

② 原材料の購入については、市場価格を参考に価格交渉の上、一般取引条件と同様に決定しております。 

  （注）取引金額には消費税等を含めず、残高については消費税等を含めております。 

 (イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① ※１の所有会社は、子会社であるヤチヨ インダストリー (ユーケー) リミテッドであります。 

② ※２の貸付条件については、無利息であります。なお、担保は受け入れておりません。 

③ ※３の長期貸付金に対し、1,595百万円の貸倒引当金を計上しております。 

④ ヒラタ ヤチヨ リーシング リミテッドに対する保証債務は、銀行借入に対して行っております。 

（関連当事者情報）

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)
割合(％) 

関連当事者
との関係 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

親会社 本田技研 
工業㈱  

東京都
港区  86,067

輸送用機械器
具及び原動
機、農機具そ
の他の一般機
械器具の製造
及び販売 

被所有
直接 

 
間接 
 0.1 

50.4

当社の製品の
販売先及び原
材料の購入先
並びに土地・
構築物等の賃
貸先 

営業
取引

自動車の
組立及び
部品等の
販売 

 191,200 売掛金 25,524

原材料の
購入  150,320 買掛金 19,253

土地・構
築物等の
賃貸 

 55
未収 
入金 3

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(千英 
ポンド) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)
割合(％) 

関連当事者
との関係 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

関連会社 

ユー ワイ 
ティー  
リミテッド 

英国 
コベン
トリー 

 8,000
自動車部品の
製造及び販売 

所有
※１ 
間接 

 35.0

部品及び製造
設備の販売先
並びに技術援
助先 
資金援助先 
  
役員の兼任等 

営業
取引
以外
の取
引 

資金の
貸付 
※２ 

 1,824

 長期 
 貸付金

 ※３ 
1,824

ヒラタ  
ヤチヨ  
リーシング 
リミテッド 

英国 
コベン
トリー 

 7,000
土地・建物の
リース 

所有
 直接  

 50.0

債務保証先 
  
役員の兼任等 

営業
取引
以外
の取
引 

保証債務  757 ― ―



（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引  

 (ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 製品の販売については、総原価を勘案して希望価格を提示し、一般取引条件と同様に決定しております。

② 原材料の購入については、市場価格を参考に価格交渉の上、一般取引条件と同様に決定しております。 

  （注）取引金額には消費税等を含めず、残高については消費税等を含めております。 

 (イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① ※１の所有会社は、子会社であるヤチヨ インダストリー (ユーケー) リミテッドであります。 

② ※２の貸付条件については、無利息であります。なお、担保は受け入れておりません。 

③ ※３の長期貸付金に対し、628百万円の貸倒引当金を計上しております。 

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（１）親会社情報 

 本田技研工業㈱（東京・大阪・ニューヨーク・ロンドン各証券取引所に上場） 

（２）重要な関連会社の要約財務情報 

 該当事項はありません。 

  

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)
割合(％) 

関連当事者
との関係 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

親会社 本田技研 
工業㈱ 

東京都
港区  86,067

輸送用機械器
具及び原動
機、農機具そ
の他の一般機
械器具の製造
及び販売 

被所有
直接 

 
間接 
 0.1 

50.4

当社の製品の
販売先及び原
材料の購入先
並びに土地・
構築物等の賃
貸先 

営業
取引

自動車部
品等の販
売 

 4,911 売掛金 785

原材料の
購入  1,636 買掛金 316

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(千英 
ポンド) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)
割合(％) 

関連当事者
との関係 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

関連会社 
ユー ワイ 
ティー  
リミテッド 

英国 
コベン
トリー 

 8,000
自動車部品の
製造及び販売 

所有
※１ 
間接 

 35.0

部品及び製造
設備の販売先
並びに技術援
助先 
資金援助先 
  
役員の兼任等 

営業
取引
以外
の取
引 

資金の
貸付 
※２ 

 628

 長期 
 貸付金

 ※３  
628



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ 関連当事者との取引 

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引  

 (ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 当社製品の販売については、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、一般取引条件と同様に決定してお

ります。 

② 原材料の購入については、市場価格を参考に価格交渉の上、一般取引条件と同様に決定しております。 

  （注）取引金額には消費税等を含めず、残高については消費税等を含めております。 

 (イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① ※１の所有会社は、子会社であるヤチヨ インダストリー (ユーケー) リミテッドであります。 

② ※２の貸付利率については、市場金利等を勘案して決定しております。なお、担保は受け入れておりませ

ん。 

③ ※３の長期貸付金に対し、1,595百万円の貸倒引当金を計上しております。 

④ ヒラタ ヤチヨ リーシング リミテッドに対する保証債務は、銀行借入に対して行っております。 

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)
割合(％) 

関連当事者
との関係 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

親会社  本田技研 
工業㈱  

東京都
港区  86,067

輸送用機械器
具及び原動
機、農機具そ
の他の一般機
械器具の製造
及び販売 

被所有
直接 

 
間接 
 0.1  

50.4

当社の製品の
販売先及び原
材料の購入先
並びに土地・
構築物等の賃
貸先 
  

営業
取引
 

自動車の
組立及び
部品等の
販売 

 196,243 売掛金 11,309

原材料の
購入  157,700 買掛金 7,659

土地・構
築物等の
賃貸 

 82
未収 
入金 7

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(千英 
ポンド) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)
割合(％) 

関連当事者
との関係 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

関連会社 

ユー ワイ 
ティー  
リミテッド 

英国 
コベン
トリー 

 8,000
自動車部品の
製造及び販売 

所有
※１ 
間接 

  35.0

部品及び製造
設備の販売先
並びに技術援
助先 
資金援助先 
  
役員の兼任等 

営業
取引
以外
の取
引 

資金の
貸付 
※２ 

 

  1,740
 長期 
 貸付金

 ※３ 
 1,740

利息の
受取  

 
 22

未収 
入金 

4

ヒラタ  
ヤチヨ  
リーシング 
リミテッド 

英国 
コベン
トリー 

 7,000
土地・建物の
リース 

所有
 直接  

 50.0

債務保証先 
  
役員の兼任等 

営業
取引
以外
の取
引 

保証債務  568 ― ―



（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引  

 (ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 製品の販売については、総原価を勘案して希望価格を提示し、一般取引条件と同様に決定しております。

② 原材料の購入については、市場価格を参考に価格交渉の上、一般取引条件と同様に決定しております。 

  （注）取引金額には消費税等を含めず、残高については消費税等を含めております。 

 (イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① ※１の所有会社は、子会社であるヤチヨ インダストリー (ユーケー) リミテッドであります。 

② ※２の貸付条件については、無利息であります。なお、担保は受け入れておりません。 

③ ※３の長期貸付金に対し、542百万円の貸倒引当金を計上しております。 

 (ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社

  等  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

  製品の販売については、総原価を勘案して希望価格を提示し、一般取引条件と同様に決定しております。

  

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（１）親会社情報 

 本田技研工業㈱（東京・大阪・ニューヨーク・ロンドン各証券取引所に上場） 

（２）重要な関連会社の要約財務情報 

 該当事項はありません。 

  

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)
割合(％) 

関連当事者
との関係 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

親会社 本田技研 
工業㈱ 

東京都
港区  86,067

輸送用機械器
具及び原動
機、農機具そ
の他の一般機
械器具の製造
及び販売 

被所有
直接 

 
間接 
 0.1 

50.4

当社の製品の
販売先及び原
材料の購入先
並びに土地・
構築物等の賃
貸先 

営業
取引

自動車部
品等の販
売 

 5,244 売掛金 577

原材料の
購入  2,515 買掛金 237

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(千英 
ポンド) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)
割合(％) 

関連当事者
との関係 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

関連会社 
ユー ワイ 
ティー  
リミテッド 

英国 
コベン
トリー 

 8,000
自動車部品の
製造及び販売 

所有
※１ 
間接 

 35.0

部品及び製造
設備の販売先
並びに技術援
助先 
資金援助先 
  
役員の兼任等 

営業
取引
以外
の取
引 

資金の
貸付 
※２ 

 542

 長期 
 貸付金

 ※３  
542

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(千タイ 
バーツ) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)
割合(％) 

関連当事者
との関係 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

同一の 
親会社を
持つ会社 

タイ ホン
ダ マニュ
ファクチュ
アリング 
カンパニー  
リミテッド 

タイ 
バンコ
ク  

 150,000
自動車部品の
製造及び販売  ― 部品の販売先

営業
取引

自動車部
品等の販
売 

 13,287  売掛金 1,220



  

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 （単位：百万円）  （単位：百万円）

(1）繰延税金資産（流動の部） (1）繰延税金資産（流動の部） 

（繰延税金資産）     

繰延税金資産合計 255

（繰延税金負債）     

繰延税金負債合計 13

繰延税金資産の純額 241

（繰延税金資産）     

繰延税金資産合計 189

（繰延税金負債）     

繰延税金負債合計 29

繰延税金資産の純額 160

(2）繰延税金資産（固定の部） (2）繰延税金資産（固定の部） 

（繰延税金資産）     

繰越欠損金 691

連結上消去された未実現利益 317

貸倒引当金  175

その他 89

繰延税金資産小計 1,274

評価性引当金 △889

繰延税金資産合計 384

（繰延税金負債）     

繰延税金負債合計 －

繰延税金資産の純額 384

（繰延税金資産）     

繰越欠損金 600

連結上消去された未実現利益 228

貸倒引当金  151

その他 161

繰延税金資産小計 1,141

評価性引当金 △762

繰延税金資産合計 379

（繰延税金負債）     

繰延税金負債合計 －

繰延税金資産の純額 379

(3）繰延税金負債（流動の部） (3）繰延税金負債（流動の部） 

（繰延税金資産）     

繰越欠損金 908

賞与引当金加算額 823

賞与引当金に係る社会保険料
加算額 95

その他 483

繰延税金資産小計 2,310

評価性引当金 △2,310

繰延税金資産合計 －

（繰延税金負債）     

在外連結子会社の留保利益 1,022

その他  1

繰延税金負債合計 1,024

繰延税金負債の純額 1,024

（繰延税金資産）     

繰越欠損金 1,318

賞与引当金加算額 977

賞与引当金に係る社会保険料
加算額 114

その他 350

繰延税金資産小計 2,760

評価性引当金 △2,760

繰延税金資産合計 －

（繰延税金負債）     

在外連結子会社の留保利益 1,083

その他  10

繰延税金負債合計 1,094

繰延税金負債の純額 1,094



   

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

（単位：百万円） （単位：百万円）

(4）繰延税金負債（固定の部） (4）繰延税金負債（固定の部） 

  

（繰延税金資産）   

退職給付引当金加算額 1,759

減価償却費償却限度超過額 687

貸倒引当金 655

ソフトウェア加算額 264

その他 448

繰延税金資産小計 3,815

評価性引当金 △3,652

繰延税金資産合計 163

（繰延税金負債）     

土地評価差額 281

圧縮記帳積立金 261

在外連結子会社の減価償却費 190

その他有価証券評価差額金 128

その他 199

繰延税金負債合計 1,060

繰延税金負債の純額 897
  

（繰延税金資産）   

退職給付引当金加算額 1,872

貸倒引当金 649

減価償却費償却限度超過額 609

ソフトウェア加算額 273

その他 266

繰延税金資産小計 3,671

評価性引当金 △3,671

繰延税金資産合計 －

（繰延税金負債）     

土地評価差額 281

圧縮記帳積立金 258

その他有価証券評価差額金 77

在外連結子会社の減価償却費 15

その他 27

繰延税金負債合計 660

繰延税金負債の純額 660

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 （単位：％）

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 （単位：％）

  
３ 当連結会計年度における税率変更 

  当社の主要な事業所の所在地である狭山市におい

て、経過措置期間中であった法人市民税の負担緩和措

置が終了したことに伴い、繰延税金資産及び繰延税金

負債の算定に使用した法定実効税率を40.1％から

40.2％に変更しております。 

  これによる影響は軽微であります。 

法定実効税率 40.2

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない
項目 11.9

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目 

△109.0

住民税均等割額 1.5

在外連結子会社の税金減免 △46.2

連結子会社の繰越欠損金増加額 8.2

連結上消去された連結子会社の 
配当金 116.9

連結子会社との税率差異 △42.7

在外連結子会社の留保利益 8.3

評価性引当金の増加額 391.5

その他 30.3

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率 410.9

  
────── 

法定実効税率 40.2

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない
項目 4.9

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目 

△27.9

住民税均等割額 0.5

在外連結子会社の税金減免 △17.2

連結子会社の繰越欠損金増加額 1.0

連結上消去された連結子会社の 
配当金 29.3

連結子会社との税率差異 △20.4

在外連結子会社の留保利益 1.5

評価性引当金の増加額 17.9

その他 16.4

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率 46.2



  

（退職給付関係）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として厚生年金基金制度

及び退職一時金制度を、国内連結子会社は、主として

適格退職年金制度及び退職一時金制度を、一部の海外

連結子会社は、退職一時金制度を設けております。 

 また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準

拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない

割増退職金を支払う場合があります。 

 一部の海外連結子会社は、確定拠出型制度を設けて

おります。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項（平成22年３月31日） ２ 退職給付債務に関する事項（平成23年３月31日） 

 （注）１ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載して

おります。 

２ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定

にあたり簡便法を採用しております。 

(単位：百万円)

イ 退職給付債務 △33,665

ロ 年金資産 19,597

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △14,068

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 515

ホ 未認識数理計算上の差異 8,566

ヘ 未認識過去勤務債務 395

ト 連結貸借対照表計上額純額 

（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 
△4,590

チ 前払年金費用 33

リ 退職給付引当金（ト－チ） △4,623

 （注）１ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載して

おります。 

２ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定

にあたり簡便法を採用しております。 

(単位：百万円)

イ 退職給付債務 △35,274

ロ 年金資産 20,786

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △14,488

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 412

ホ 未認識数理計算上の差異 8,835

ヘ 未認識過去勤務債務 375

ト 連結貸借対照表計上額純額 

（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 
△4,865

チ 前払年金費用 68

リ 退職給付引当金（ト－チ） △4,933

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

(単位：百万円)

イ 勤務費用（注１,２,３） 1,521

ロ 利息費用 636

ハ 期待運用収益 △560

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 103

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 918

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 20

ト 退職給付費用 

（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 
2,639

(単位：百万円)

イ 勤務費用（注１,２,３） 1,528

ロ 利息費用 668

ハ 期待運用収益 △587

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 103

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 819

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 20

ト 退職給付費用 

（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 
2,553

 （注）１ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除

しております。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、上記「イ 勤務費用」に含めて

おります。 

３ 海外連結子会社における確定拠出型の退職

給付費用は 百万円であり、上記「イ 勤

務費用」には含めておりません。 

52

 （注）１ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除

しております。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、上記「イ 勤務費用」に含めて

おります。 

３ 海外連結子会社における確定拠出型の退職

給付費用は 百万円であり、上記「イ 勤

務費用」には含めておりません。 
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４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 主として3.5％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 15年

ホ 数理計算上の差異の処理年数 15年

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 15年

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 3.0％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 15年

ホ 数理計算上の差異の処理年数 主として15年

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 15年



 （注）１ １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    ２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   

 該当事項はありません。 

   

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

１株当たり純資産額 円 銭1,406 69

１株当たり当期純損失（△） 円 銭△176 21

１株当たり純資産額 円 銭1,350 90

１株当たり当期純利益 円 銭59 58

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株

当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

項目 
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純利益 
又は当期純損失（△）(百万円) 

 △4,231  1,430

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益 
又は当期純損失（△）(百万円) 

 △4,231  1,430

普通株式の期中平均株式数(株)  24,013,766  24,013,716

項目 
前連結会計年度

(平成22年３月31日) 
当連結会計年度

(平成23年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円)  37,507  36,733

純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円)  3,727  4,293

(うち少数株主持分)(百万円)  (3,727)  (4,293)

普通株式に係る期末の純資産額 
(百万円)  33,779  32,440

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数(株)  24,013,766  24,013,687

（重要な後発事象）
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